
○指定介護老人福祉施設 （平成９年 法律第１ ２ ３号） （抜粋） 

最終改正：平成二八年五月二〇日法律第四七号 

 

（最終改正までの未施行法令） 

平成二十四年八月二十二日法律第六十二号  （未施行） 

平成二十六年六月二十五日法律第八十三号  （一部未施行） 

平成二十七年五月二十九日法律第三十一号  （未施行） 

 

第八十六条  第四十八条第一項第一号の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、老人福祉法第二十条の五 

に規定する特別養護老人ホームのうち、その入所定員が三十人以上であって都道府県の条例で定める数であるも

のの開設者の申請があったものについて行う。  

２  都道府県知事は、前項の申請があった場合において、当該特別養護老人ホームが次の各号のいずれかに該当

するときは、第四十八条第一項第一号の指定をしてはならない。  

一  第八十八条第一項に規定する人員を有しないとき。  

二  第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護老人福

祉施設の運営をすることができないと認められるとき。  

三  当該特別養護老人ホームの開設者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定

めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ

るとき。  

三の二  当該特別養護老人ホームの開設者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の

刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。  

三の三  当該特別養護老人ホームの開設者が、健康保険法 、地方公務員等共済組合法 、厚生年金保険法 又は労

働保険の保険料の徴収等に関する法律 の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金について、

当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料、負担金又は掛金

の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料、負担金又は掛金の納付義務を負うことを定める法律に

よって納付義務を負う保険料、負担金又は掛金に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。  

四  当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を
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取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定

介護老人福祉施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防

止するための当該指定介護老人福祉施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当

該事実に関して当該指定介護老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する

指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに

該当する場合を除く。  

五  当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の

取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしない

ことを決定する日までの間に第九十一条 の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理

由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。  

五の二  当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定

日（当該検査の結果に基づき第九十二条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定

をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該特別養護老人ホーム

の開設者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）まで

の間に第九十一条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、

当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。  

六  当該特別養護老人ホームの開設者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な

行為をした者であるとき。  

七  当該特別養護老人ホームの開設者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

ロ 第三号、第三号の二又は前号に該当する者 

ハ この法律、国民健康保険法 又は国民年金法 の定めるところにより納付義務を負う保険料（地方税法 の規定

による国民健康保険税を含む。以下このハにおいて「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日

までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく

三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、

当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。）を引き

続き滞納している者 

ニ 第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消された特別養護老人ホームにお
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いて、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内にその開設者の

役員又はその長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（当該指定の取消しが、指定介

護老人福祉施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止

するための当該指定介護老人福祉施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該

事実に関して当該指定介護老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する指定の

取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す

る場合を除く。） 

ホ 第五号 に規定する期間内に第九十一条 の規定による指定の辞退をした特別養護老人ホーム（当該指定の辞退

について相当の理由がある特別養護老人ホームを除く。）において、同号 の通知の日前六十日以内にその開設者

の役員又はその長であった者で当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないもの 

３  都道府県知事は、第四十八条第一項第一号の指定をしようとするときは、関係市町村長に対し、厚生労働省

令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保

険事業計画との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。  

（指定の更新）  

第八十六条の二  第四十八条第一項第一号の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によ

って、その効力を失う。  

２  前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指定の有効期間」という。）の

満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分が

されるまでの間は、なおその効力を有する。  

３  前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の

日の翌日から起算するものとする。  

４  前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。  

（指定介護老人福祉施設の基準）  

第八十七条  指定介護老人福祉施設の開設者は、次条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に

関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な指定介護福祉施設サービスを提供するとともに、自

らその提供する指定介護福祉施設サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定介

護福祉施設サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。  

２  指定介護老人福祉施設の開設者は、指定介護福祉施設サービスを受けようとする被保険者から提示された被
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保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指

定介護福祉施設サービスを提供するように努めなければならない。  

第八十八条  指定介護老人福祉施設は、都道府県の条例で定める員数の介護支援専門員その他の指定介護福祉施

設サービスに従事する従業者を有しなければならない。  

２  前項に規定するもののほか、指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準は、都道府県の条例で定め

る。  

３  都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従

い定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。  

一  指定介護福祉施設サービスに従事する従業者及びその員数  

二  指定介護老人福祉施設に係る居室の床面積  

三  指定介護老人福祉施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処

遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの  

４  厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護福祉施設サービスの取扱いに関する

部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。  

５  指定介護老人福祉施設の開設者は、第九十一条の規定による指定の辞退をするときは、同条に規定する予告

期間の開始日の前日に当該指定介護福祉施設サービスを受けていた者であって、当該指定の辞退の日以後におい

ても引き続き当該指定介護福祉施設サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービ

ス等が継続的に提供されるよう、他の指定介護老人福祉施設の開設者その他関係者との連絡調整その他の便宜の

提供を行わなければならない。  

６  指定介護老人福祉施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命

令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。  

 


